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財務諸表の承認及び年度業務実績の評価方法について 

 

１．市長による財務諸表の承認手続き 

① 法人は、市長に承認の申請を行う 
② 市長は、評価委員会の意見を聴く 
③ 評価委員会は、財務諸表の確認方針に基づき意見陳述を行う    
④ 市長は、財務諸表を承認する 

    

   

 

 

 

 

２．財務諸表の確認方針 

当委員会は、堺市長が財務諸表等を承認する際に、財務諸表の確認方針に掲げる「財務諸表 
確認事項」の項目について、提出期間や提出書類などが法令等を遵守しているか、明らかな遺
漏がないかなどを確認し、意見陳述を行う 

 

３．平成 28 年度の確認項目の状況 

財務諸表 確認事項 確認状況 

提出書類 提出期限の遵守 

 

財務諸表及び添付書類の当該年度の 

終了後 3 月以内の提出 （法第 34 条） 

6 月 30 日に法人が市長に提
出したことを確認した。 

○ 

すべての必要な
書類の提出 

 

（財務諸表） 貸借対照表、損益計算書、
利益の処分又は損失の処理に関する書
類、キャッシュ・フロー計算書、行政サ
ービス実施コスト計算及びこれらの附
属明細書 

（添付書類） 事業報告書、決算報告書、
監事及び会計監査人の意見 

（法第 34 条及び規則第 10 条） 

提出種類は、財務諸表及び
添付書類ともに、遺漏なく、
提出されていることを確認
した。 

○ 

財務諸表
の整合 

事業年度 

 

毎年 4 月 1 日 から 翌年 3 月 31 日 

（法第 32 条） 

4 月 1日から翌 3月 31日で
あることを確認した。 

○ 

「地方独立行政
法人会計基準」へ
の準拠性 

 

重要な会計方針、表示科目、注記等の適
切性   （法第 33 条） 

会計準則に準拠した会計方
針、表示科目、注記である
ことを確認した。 

○ 

合計等の基本的な計数の整合 

（法第 33 条） 

合計等の計数が、整合して
いることを確認した。 

○ 

主要表と附属明細書との整合・書類相互
間の整合等      （法第 33 条） 

書類相互間が、整合してい
ることを確認した。 

○ 

運営費負担金に係る会計処理の適切性 
適正な会計処理が行われて
いることを確認した。 

○ 

監事・会
計監査人
意見 

監査報告書 

 

財務諸表の承認にあたり考慮すべき監
事・会計監査人の意見の有無 

（法第 34 条） 

監事及び会計監査人からの
監査報告書は適正意見であ
り、考慮すべき意見や理事
長、市長への意見はなかっ
たことを確認した。 

○ 
監事が理事長又は設立団体の長に提出
した意見の有無    （法第 13 条） 

その他 利益及び損失の処理等の適切性      （法第 40 条） 利益の処分や余裕金の運用
の適切性、また短期借入金
や堺市以外からの長期借入
金、及び不適切な重要な財
産の処分がなかったことを
確認した。 

○ 

短期借入金の限度額超過の有無      （法第 41 条） 

堺市以外からの長期借入金の有無     （法第 41 条） 

余裕金の不適切な運用の有無       （法第 43 条） 

重要な財産の不適切な処分等の有無    （法第 44 条） 
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４．平成 28 年度 地方独立行政法人堺市立病院機構 決算の概要 

（平成 28年度 財務諸表等より抜粋） 

 
  

（単位 ： 千円）

帳票名
H28年度

決算額　①
H27年度

決算額　②
比較

① － ②

1 資産合計額 28,086,338 29,525,247 ▲1,438,909 

2 　うち現金預金 1,731,795 1,042,726 689,069

3 負債合計額 29,465,590 30,160,713 ▲695,123 

4 　うち移行前地方債償還債務 3,019,801 3,206,700 ▲186,899 

5 　うち長期借入金 17,567,989 20,259,650 ▲2,691,661 

6 純資産合計 ▲1,379,252 ▲635,466 ▲743,786 

7 営業収益 18,385,835 15,898,994 2,486,841

8 　うち入院収益 11,263,693 9,779,884 1,483,809

9 　うち外来収益 4,699,838 4,003,354 696,484

10 営業外収益 310,348 446,932 ▲136,584 

11 経常収益 18,696,183 16,345,926 2,350,257

12 営業費用 18,772,697 17,476,735 1,295,962

13
　うち給与費
　　　（一般管理費分を含む）

9,169,512 8,549,880 619,632

14 　うち材料費 4,660,393 4,080,210 580,183

15
　うち経費
　　　（一般管理費分を含む）

2,586,439 3,053,221 ▲466,782 

16
　うち減価償却費
　　　（一般管理費分を含む）

2,280,862 1,932,964 347,898

17 営業外費用 764,144 829,788 ▲65,644 

18 経常費用 19,536,841 18,306,523 1,230,318

19 営業損益 ▲386,862 ▲1,577,741 1,190,879

20 経常損益 ▲840,658 ▲1,960,597 1,119,939

21 当期純損益 ▲743,783 ▲2,137,817 1,394,034

22 業務活動によるＣＦ 1,965,364 ▲1,064,244 3,029,608

23 投資活動によるＣＦ ▲456,762 ▲5,694,479 5,237,717

24 財務活動によるＣＦ ▲1,419,532 7,683,590 ▲9,103,122 

25 当期資金増減額 89,069 924,867 ▲835,798 

項目

賃貸借対照表

損益計算書

キャッシュ・フロー
計算書（CF）
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５．年度業務実績の評価の進め方 

項
目
別
評
価 

  法人による自己評価 

小項目 

評価 

５段階 

評価 
 

 

 評価委員会による評価 

○業務実績報告書及び法人への意見聴取に基づき、法人の業務実績や法人に

よる自己評価などを総合的に検証し、進捗状況について評価する 

○単に目標値や前年度値と当該実績値の比較だけでなく、計画を達成するた

めに効果的な取り組みが行われているかどうかも含め判断する 

 

 

 

大項目 

評価 

５段階 

評価 

評価委員会による評価 

○小項目評価の結果割合は目安であり、評価委員会は、重点ウエイト小項目

の評価結果や小項目における評価の構成割合などを総合的に判断 

 

 

 

 

全体評価 
記述式 

評価 

評価委員会による評価 

○項目別評価の結果とともに、法人化を契機とした病院改革の取り組みや特

色ある、工夫した取り組みについて評価する。 

○業務実施状況への意見や改善すべき事項への指摘を記載するとともに、特

に重大な改善事項については勧告を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 大項目評価や全体評価は、総合的に評価を実施するため、 

 

 

                         

で 

 

小項目評価の結果割合 重点ウエイト小項目の評価結果 等 

大項目評価と全体評価は実施 

評価 評　価　基　準

５ 年度計画を大幅に上回って実施している。

４ 年度計画を上回って実施している。

３ 年度計画を順調に実施している。

２ 年度計画を十分に実施できていない。

１ 年度計画を大幅に下回っている。

評価 評　価　基　準

中期計画の実現に向けて、特筆すべき進捗状況にある。

（算定基準）評価委員会が特に認める場合。

中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。

（算定基準）すべての小項目の評価が３～５。

中期計画の実現に向けておおむね計画どおり進んでいる。

（算定基準）３～５の小項目の割合がおおむね９割以上。

中期計画の実現のためにはやや遅れている。

（算定基準）３～５の小項目の割合がおおむね９割未満。

中期計画の実現のためには重大な改善すべき事項がある。

（算定基準）評価委員会が特に認める場合。

Ｓ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

評価基準 

評価基準 
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地方独立行政法人法の抜粋 

(役員の職務及び権限) 

第１３条 １～４ 略 

５ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、理事長又は設立団体の長に意見を提出する

ことができる。 

(事業年度) 

第３２条 地方独立行政法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

２ 略 

(企業会計原則) 

第３３条 地方独立行政法人の会計は、総務省令で定めるところにより、原則として企業会計原則によるも

のとする。 

(財務諸表等) 

第３４条 地方独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関す

る書類その他設立団体の規則で定める書類及びこれらの附属明細書(以下「財務諸表」という。)を作成し、

当該事業年度の終了後３月以内に設立団体の長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 略 

３ 設立団体の長は、第１項の規定により財務諸表を承認しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の

意見を聴かなければならない。 

４ 略 

 (利益及び損失の処理等) 

第４０条 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたときは、前事業年度から繰り

越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理しなければならない。た

だし、第３項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。 

２～７ 略 

 (借入金等) 

第４１条 地方独立行政法人は、認可中期計画の第２６条第２項第４号の短期借入金の限度額の範囲内で、

短期借入金をすることができる。ただし、やむを得ない事由があるものとして設立団体の長の認可を受け

た場合は、当該限度額を超えて短期借入金をすることができる。 

２～４ 略 

５ 地方独立行政法人は、長期借入金及び債券発行をすることができない。ただし、設立団体からの長期借

入金については、この限りでない。 

 (余裕金の運用) 

第４３条 地方独立行政法人は、次の方法による場合を除くほか、業務上の余裕金を運用してはならない。 

一 国債、地方債、政府保証債(その元本の償還及び利息の支払について政府が保証する債券をいう。)そ

の他総務省令で定める有価証券の取得 

二 銀行その他総務省令で定める金融機関への預金 

三 信託業務を営む金融機関(金融機関の信託業務の兼営等に関する法律(昭和１８年法律第４３号)第１

条第１項の認可を受けた金融機関をいう。第６６条第７項において同じ。)への金銭信託 

 (財産の処分等の制限) 

第４４条 地方独立行政法人は、条例で定める重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、設

立団体の長の認可を受けなければならない。 

２ 略 

 

堺市地方独立行政法人堺市立病院機構の業務運営等に関する規則の抜粋 

（財務諸表） 

第１０条 法第３４条第１項の規則で定める書類は、地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計

基準注解（平成１６年総務省告示第２２１号）に規定するキャッシュ・フロー計算書及び行政サービス実施

コスト計算書とする。  
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業務実績評価の基本方針の抜粋 

２ 評価方法 

 (2) 年度評価 

中期計画及び年度計画に記載されている小項目、大項目及び全体について評価を行う。なお、年度評価

に係る評価基準等の詳細については、別途実施要領で定めるものとする。 

① 項目別評価 

法人が小項目について病院の実績がわかるように自己点検・自己評価を行い、これに基づき評価委

員会において確認及び分析し、項目別評価（小項目及び大項目）を行う。 

② 全体評価 

項目別評価の結果を踏まえ、年度計画の実施状況、中期計画の進捗状況その他業務運営全体につい

て総合的に評価する。 

 

年度評価実施要領の抜粋 

２ 項目別評価の具体的方法 

当該年度の年度計画に掲げる「第１から第４」の事項において、当該年度の年度計画に定めた項目（小

項目）ごとにその実施状況について、法人が自己評価した上で評価委員会が「小項目評価」と「大項目評

価」により評価する。 

(1) 法人による小項目の自己評価 

法人は、年度計画の小項目ごとの進捗について自己点検に基づき、法人として次の５段階で自己評価を

行うものとする。 

(2) 評価委員会による小項目評価 

評価委員会は、業務実績報告書及び法人への意見聴取に基づき、法人の業務実績や法人による自己評価

などを総合的に検証し、小項目ごとの進捗状況について、法人の自己評価と同様に５～１の５段階による

評価を行う。 

(3) 評価委員会による大項目評価 

評価委員会において、小項目評価の結果割合や当該中期目標期間中において特に重要な中期目標の達成

のための小項目(以下、「重点ウエイト小項目」という。)の評価結果、特記事項の記載内容などを考慮し、

大項目ごとに中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況について、次の５段階による評価を行う。

評価結果とその判断理由及び評価に当たって考慮した事項や意見、指摘事項を評価結果報告書に記載する。 

 

３ 全体評価の具体的方法 

(1) 評価委員会は、項目別評価の結果や重点ウエイト小項目の評価結果を踏まえ、年度計画及び中期計画の

全体的な進捗状況について、記述式による評価を行う。 

(2) 略 

(3) 評価委員会が行う評価に当たっては、業務実施状況への意見や改善すべき事項への指摘を評価結果報告

書に記載するとともに、特に重大な改善事項については勧告を行うこととする。 


